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Abstract
The environmental problem should be defined as a social dilemma from the actor’s perspective. If actors do not think
the environmental problem as the social dilemma, the factors which have been searched for solving the social dilemma
do not have the effect. However, the environmental problem has been defined as a social dilemma from the researchers’
perspective for long time. The starting point of this paper is the problem of comprehension of social dilemma including
actor’s perspective. And the purpose of this paper is to examine the problem of comprehension of social dilemma by us-
ing the data of the questionnaire survey conducted in Sendai, Nagoya, Minamata and Kamaishi, paying attention to the
characteristics of waste management systems in Japan.
The findings from the empirical analysis are as follows. (1) Over 90% of residents in all four cities admit hypothetically
that the waste problem have the structure of the social dilemma. (2) 80% of residents contribute to recycling behaviors
under each recycling system, and 50% of residents contribute to unforced waste reduction behaviors in all four cities. (3)
There exist the residents who admit hypothetically that the waste problem is defined as a social dilemma, but contrib-
ute to waste reduction behaviors under present situation. This type of people has the strong values to solve the prob-
lem of social dilemma in all four cities.
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1．は じ め に
環境問題の発生のメカニズムと解決の可能性を
検討するとき，環境問題はしばしば社会的ジレン
マ（social dilemma）として捉えられてきた．社
会的ジレンマとは個人の合理性と社会の最適性の
乖離を示す状態である．Dawes（1980）の定義
を用いれば，（1）他者がどのような選択をしてい
ようとも，個人は非協力行動を選択したほうが協
力行動を選択するよりも利益が大きく，（2）全て
の個人が協力行動を選択するときの各個人の利益
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は全ての個人が非協力行動するときの利益よりも
大きい，と表現できる1）．現実の環境問題が社会
的ジレンマの構造を有するのであれば，社会的ジ
レンマとしての環境問題の解決はいかに可能かと
いう問いは，環境社会学で検討されなければなら
ない主要な課題の 1つとして位置づけられる．
社会的ジレンマの解決を目指す研究の多くは，
ゲーム理論やシミュレーションを用いて社会的ジ
レンマの解決のメカニズムを理論的に検討した
り，実験を用いて人びとの認知を検討することで
解決の方向性を探求してきた2）．しかし，調査票
調査を用いて社会的ジレンマが検討されることは
あまりなかった．その理由は次のように考えられ
る．第 1に，社会的ジレンマは複数の行為者によ
って構成される社会過程であるため，一時点の社
会調査によってその過程を捉えるのが困難である
（海野 2007 a : 246）．第 2に，経済学的アプロー
チや心理学的アプローチの中で理論的にあるいは
実験の枠組みとして定義される社会的ジレンマと
は異なり，現実の社会問題状況そのものには社会
的ジレンマと定義できる明確な枠組みは存在しな
いため（土場 2007 b : 100），社会調査における枠
組みの設定が難しい．もちろん，調査票調査を用
いた社会的ジレンマ研究が皆無というわけではな
い3）．ただし，そのほとんどは当該問題が社会的
ジレンマ状況であると研究者が定義し，調査対象
者もその問題を社会的ジレンマであると認識して
いるだろうと仮定した上で，個人の協力行動に影
響を与える要因を実験研究と同じように探求する
という研究である4）．このような研究は，協力行
動を促進するさまざまな要因を明らかにしたが，
問題点も抱えている．それは，調査対象者が当該
問題を社会的ジレンマだと思っている，と研究者
が（勝手に）仮定しているという点である．
この，行為者（当事者）と研究者（観察者）の
視点は重要な問題である．なぜなら，研究者の視
点から環境問題を社会的ジレンマ状況であると定
義してさまざまな要因の影響を検討したとして
も，それが個人にとって社会的ジレンマではない
とすると，これまでに検討されてきた協力行動を
促進する要因が行為者にとってどのような意味を
もつのかわからなくなるためである．また，コス
トを低減するような制度やルールをつくるのか，
規範やモラルを高めるような制度やルールをつく
るのかなど，解決策のあり方も異なってくる．し
かし，先行研究では，行為者と研究者の視点の問
題はそれほど詳細に検討されてはこなかった．さ
らに，行為者が当該問題を社会的ジレンマである
と認識している点から出発している調査票調査を
用いた研究は，ほとんどみあたらない．そこで，
本研究では，（1）行為者の視点を含めた社会的ジ
レンマの了解の問題を出発点にし，（2）現実の環
境問題に直面した場合，どの程度の人が問題状況
を社会的ジレンマのままで捉えて非協力行動をと
るのか，（3）協力行動をとる人にはどのような特
徴があるのか，という課題を設定し，環境問題に
関する調査票調査によって検討を行う．
2．社会的ジレンマの捉え方
2.１．研究者（観察者）の視点と行為者（当事
者）の視点
「地球温暖化問題（あるいは，エネルギー問題
やごみ問題）は，社会的ジレンマとして捉えられ
る」というように議論がはじまる研究は数多く存
在する．ただし，その多くは「研究者（観察者）
の視点」によるものである．しかしながら，現実
の社会問題を解決するための土台として社会的ジ
レンマを用いるのであれば，たとえば，温室効果
ガスの減量といった協力行動を行う住民にとって
地球温暖化問題とはどのような問題なのか，とい
うことを考慮しなくてはならない．もし，個人に
とって状況が「社会的ジレンマ」ではないとする
と，これまで検討されてきた解決方法がもつ意味
に疑問が生じる．
ここで「行為者にとって状況が社会的ジレンマ
である」という場合，2つの水準がある．第1の
水準は，「環境問題は，個人が自らの利便性や快
適性を求めて環境に負荷を与える行動を行い，社
会の成員も同様に行動した結果生じた社会的ジレ
ンマである」と研究者が捉えるのと同じように，
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行為者も環境問題をその枠組みで捉えることに納
得している状況である．これは，行為者が研究者
の仮説を妥当なものとして了解している状況であ
る（土場，2007 a），と考えられる．第2の水準
は，現実の具体的な環境問題に直面した際に，行
為者がその問題を社会的ジレンマとして認識し事
実として非協力行動をとる状況である．
土場（2007 b : 100）によれば，「当該状況は社
会的ジレンマである」という命題の妥当性は研究
者と当事者のあいだで問われなければならず，当
事者が社会的ジレンマ・モデルの妥当性を「仮説
的に」了解することで，現実の問題を解決する可
能性が切り開かれる5）．土場（2007 a）は，この
点にこそ社会的ジレンマの理論としての強みがあ
ると主張する．
上記 2つの水準の区別を明確にすると，次のよ
うな可能性が生じると考えられる．それは，行為
者が第 1の水準において状況を社会的ジレンマと
して「仮説的に」了解するのであれば，非協力行
動によって生じうるだろう社会問題を生じさせな
いための新たな価値観を習得し，事実としての具
体的な環境問題に直面した際に，環境を悪化させ
ない協力行動を選択することで，社会的ジレンマ
の解決を自ら探求する可能性である．
2.2．行為者（当事者）の視点を含めた実証的
な社会的ジレンマ研究
それでは，行為者の視点を含めた社会的ジレン
マ研究の中でも，実証的な研究にはどのようなも
のがあるのだろうか．山岸他（2002）は，囚人の
ジレンマゲームに関する複数の研究で示された実
験結果を検討し，設定された実験の状況を安心
ゲーム（DCよりもCCを好み，CDよりもDD
を好む）として経験している実験参加者のほう
が，囚人のジレンマゲーム（CCよりもDCを好
み，CDよりもDDを好む）として経験していた
参加者よりも多いことを示した6）．
ペリカーンらオランダの研究グループでは，社
会的ジレンマ状況として定義づけられる問題状況
を提示し，回答者がそれぞれの状況に対してどの
ような選好をもつのかを検討した（Pellikaan and
van der Veen 2002）．彼らは面接調査で化学廃棄
物の問題や省エネ，休日の旅行先という具体的な
社会的ジレンマ状況を説明したあと，「フリーラ
イ ド（P）」，「相 互 協 力（Q）」，「相 互 非 協 力
（R）」，「自分ひとりが損をする状況（S）」を示し
たカードを示し，回答者にこれら 4つの状況を選
好順に並べるように指示した．その結果，ほとん
どの実験参加者は，どの具体的な社会的ジレンマ
状況においても，Q＞S＞P＞Rという選好順序や
Q＞P＞S＞Rという選好順序を好むことが明らか
になった7）．
海野（2006 : 15）は，社会的ジレンマの基本要
素として，（1）協力行動にはコストがともなうと
いう性質（コスト性），（2）社会構成員がコスト
回避行動を選択した結果は社会構成員にとって望
ましくない状態（危機）をもたらすという性質
（危機性），（3）個人の行動が社会状態に及ぼす結
果は無限に小さいという性質（無効性）の 3つに
焦点をあて，社会調査から得られた回答をもとに
計量分析を行い，人びとの認知類型を示した．海
野の研究の特徴は，Dawes（1980）の社会的ジ
レンマの定義に「無効性」という要素を加えた点
にある．たとえばごみ問題について考えてみる
と，個人が 10グラムごみを減量したからといっ
て，ごみ問題がただちに解決するわけではない．
ごみ問題が解決するかどうかは他者の行動の集積
によって決まる．そのため，海野（2006）では，
個人の意思決定は他者を考慮せずに行われると仮
定されている8）．
これらの先行研究は，社会的ジレンマの実証研
究に行為者の視点を取り入れようと試みていると
いう点において共通しているが，その焦点は少し
ずつ異なる．山岸他（2002）の研究では，研究者
が「行為者」と「他者」の関係から成り立つ社会
的ジレンマゲームの構造を備えた実験状況を設定
し，実験参加者が当該状態をどのように認知しが
ちなのかを示している．Pellikaan and van der
Veen（2002）では，研究者が設定状況を説明す
る文章に社会的ジレンマの様相を示し，調査対象
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者は設定された環境問題の構造を了解した上で，
他者の選択を考慮しつつ，非協力行動と協力行動
のどちらを選好するか検討している．社会的ジレ
ンマは基本的に多人数の相互作用過程であるた
め，社会心理学の研究でも Pelikaanらの研究で
も他者の行動に対する認知が取り上げられている
と考えられる．
これにたいして海野（2006）は，「コスト感」，
「危機感」，「無効感」をもつかどうかで，調査対
象者がごみ問題を社会的ジレンマであると捉えて
いるのかどうかを「推定」する．海野（2006）の
研究は，社会的ジレンマを捉えるのに適していな
いと考えられてきた調査票調査を用い，そのデー
タを計量的に分析し，行為者の視点を含めた社会
的ジレンマの分析を試みた先駆的な研究である．
しかしながら，「環境問題は社会的ジレンマ構造
である」という研究者の視点と同じ視点を行為者
が了解しているのか，ということは問われていな
いため，行為者が強いコスト感や危機感，無効感
をもつ（あるいはもたない）のはごみ問題が社会
的ジレンマだと考えている（あるいは考えていな
い）ためだと解釈することもできるし，ごみの分
別方法に単純に反応してそれらの認知をもつ，と
も解釈できる．
この曖昧な点を明確にするために，調査票調査
によって社会的ジレンマを検討する場合，次の 2
点を区別する必要がある．それは，（1）行為者は
研究者と同様に，環境問題が社会的ジレンマの構
造をもつと「仮説的に」了解しているのかどう
か，（2）（社会的ジレンマであると仮説的に捉え
られる）具体的な環境問題において行為者は実際
にどのように行動しているのか，ということであ
る．この区別が明確に行われることによって，環
境問題を社会的ジレンマであると「仮説的に」了
解することと，事実として現実の問題にどのよう
に反応するかということを検討することができ，
さらにその違いが生じる理由を探求することで，
現実問題における社会的ジレンマの解決の方向性
がみつかる可能性がある．
2.3．行為者の視点を含めた社会的ジレンマと
現実の環境問題
行為者の視点を含めた社会的ジレンマを調査票
調査という手法で検討するために，本研究ではご
み問題に焦点をあてる．ごみ問題は，（1）個人は
自分の利便性や快適性を考えると，ごみを減量し
たり分別するより大量に商品を購入して分別せず
に廃棄するほうが望ましく，（2）他者も同様に行
動した結果，埋立地が一杯になってごみの処分が
できなくなったり，適切に分別しなかったために
汚染が生じて，地域住民全員が困るといった社会
的ジレンマ状況であると，（研究者の視点から）
捉えられる．また，ごみ問題における協力行動は
ごみの減量化であるが，その具体的行動をみる
と，ごみの分別については都市ごとに異なる制度
下での行動が観察でき，ごみの減量の努力（たと
えば，使い捨て商品を買わない）については制度
に影響を受けない行動が観察できるという利点が
ある．また，最近ごみの量が減少しはじめた都市
はあるものの，まだまだ問題が解決した状況であ
るとは言いがたい．本研究では，以上の理由から
ごみ問題を対象にし，ごみの分別制度に特徴があ
る 4都市で行った調査票調査を用いて，行為者の
視点を含んだ社会的ジレンマについて検討する．
3．調査対象地の選定
本研究で焦点をあてるごみ問題を解決するため
の協力行動は，ごみの減量行動である．その行動
は次の 2つのタイプに分けられる．1つは制度に
従うごみの分別行動であり，もう 1つは自発的に
行うごみの減量行動である．本研究の調査対象地
は，ごみ減量行動の 1つのタイプである「ごみ分
別行動」の制度の違いに着目し，宮城県仙台市，
岩手県釜石市，愛知県名古屋市，熊本県水俣市の
4都市に決定した9）．各都市の制度の違いは表1
の通りである．
上記の対象地において，「家庭廃棄物（ごみ）
にたいする住民の意識と行動に関する調査」を企
画した．この調査は（1）社会的ジレンマとして
捉えられる環境問題の中でもごみ問題の解決は個
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人というミクロレベルにおいていかに可能なの
か，（2）社会的ジレンマの解決を考えた場合の鍵
概念はどのような要因なのか，（3）これまであま
り焦点があてられなかった社会にたいする意識が
環境配慮行動にどのような影響を与えるのか，を
検討するために設計された．
仙台市，名古屋市，水俣市では 2005 年 10 月か
ら 12 月にかけて，釜石市では 2006 年 9 月に調査
を実施した．対象者は，各市の住民の中から 1000
名を無作為に選び，それぞれの家庭で「家事を主
に担当している方」に回答を依頼した．調査票は
郵便で送付し，「社団法人中央調査社」の調査員
（釜石市の調査のみ，東北大学および岩手県立大
学の大学院生と学部学生）が調査対象世帯を訪問
して調査票を回収した（一部は郵送で返送を依頼
した）．総計 2580 名（仙台市 635 名，名古屋市 480
名，水俣市 657 名，釜石市 808 名）から回答が寄
せられた．
回答者は家事担当者であるため，いずれの市に
おいても，回答者の 85％以上が女性となってい
る．また，年齢に関しても，どの市においても 60
歳以上の割合がもっとも高かった．
4．分 析
4.1．行為者のごみ問題の捉え方
はじめに，行為者がごみ問題を社会的ジレンマ
として「仮説的に」了解しているのかどうかを検
討する．そのために，個人の合理性の追求と社会
の最適性の乖離を質問に含んだ変数として，「ご
み問題が生じるのは，地域社会全体への影響を考
えず自分の都合を優先してごみを捨てる人が多
い」と思うかどうかをたずねた質問を使用する．
表 2をみると，どの都市においても，ごみ問題
が生じる理由として「地域社会全体への影響を考
えず自分の都合を優先してごみを捨てる人が多
い」と思っている人が 9割以上を占め，地域によ
る差はないことが明らかになった．つまり，ほと
んどの人が，ごみ問題が生じる理由として，人び
とが自分の都合を優先して行動し，多くの人がそ
のように行動した結果ごみ問題が生じると考えて
いるのである．この結果から，ごみ問題は社会的
ジレンマの構造を備えることは行為者に「仮説的
表 1 調査対象地のごみ分別制度の特徴
都市 都市規模 制度の特徴 分別数 方法 回収数
仙台 大 少分別 6 コンテナ 週 1度
釜石 小 少分別 5 袋 週 1度
名古屋 大 多分別 10 袋 週 1度
水俣 小 多分別 22 コンテナ 月 1度
注：調査実施当時の分別制度の特徴を示している。
表 2 地域社会全体への影響を考えず自分の都合を優先してごみを捨てる人が
多いためごみ問題が生じると思うかどうかの割合 （％）
仙台 釜石 名古屋 水俣
そうは思わない 1.7 2.7 0.8 3.5
どちらかといえばそう思わない 4.9 5.1 6.1 6.2
どちらかといえばそう思う 33.3 36.2 32.7 33.4
そう思う 60.0 55.9 60.3 56.8
合計 100.0 100.0 100.0 100.0
（基数） （630） （803） （474） （628）
χ2＝14.38, p＝0.10
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に」了解されている可能性が強いと考える．
4.2．ごみの減量行動の実施
9 割以上の人がごみ問題を「仮説的に」社会的
ジレンマの構造を備えると捉えている可能性があ
るからといって，その人たちが現実のごみ問題も
同じように理解し実際に非協力行動をとるとは限
らない．状況を社会的ジレンマであると「仮説的
に」了解しているからこそ，そのような状況にな
らないように規範的に行動する行為者がいる場合
もあるだろうし，それ以外の要因の影響を受けて
行動する場合もあるだろう．ここでは，行為者は
実際にどの程度ごみを減量しているのかを検討す
ることで，「事実」としてごみ問題を社会的ジレ
ンマとして認識しているのかどうかを操作的に定
義する．ごみ減量行動を実行していない場合，行
為者はごみ問題が社会的ジレンマの構造を備える
と「事実」として認識しており，ごみ減量行動を
実行している場合，行為者はごみ問題が社会的ジ
レンマであると「事実」として認識していない，
と考える．
まずは，制度によって決まるごみ分別行動の中
でも，4市において共通に収集されている 3つの
資源（アルミ缶，牛乳パック，新聞）についてみ
てみよう（表3）．資源の種類によって違いがあ
るものの，アルミ缶と新聞紙では 8～9割が，牛
乳パックでは 5割前後（名古屋市では 8割以上）
が協力行動をとっていることがわかった．大きな
差ではないものの，傾向としては多分別制度の都
市のほうが，また小規模都市のほうが協力行動を
行う人の割合が多い．これにたいして，制度に影
響を受けない自発的なごみ減量行動についてみて
みると，「詰替商品の購入」は，どの都市におい
ても 8割以上が，「過剰包装を断る」，「修理して
物を使用」，「使い捨て商品の不買」，「チラシの裏
の活用」については 5～6割の人が協力行動を行
っている．ただし，「トレー包装野菜の不買」は
非協力行動の人が多かった．
制度が整備されている場合は自発的な場合より
も協力行動をとる人の割合が多いことから，ごみ
問題は社会的ジレンマだと「仮説的に」了解され
ていても，制度によって行為者の事実としての理
解が大きく変わる可能性がある，と解釈できる．
これは，まさに「構造的解決」（Dawes, 1980 ;
Messick and Brewer, 1983）であるといえるだろ
う．加えて，住民にあえて手間などのコストを要
請する多分別制度のほうが，現状では非協力行動
を抑制する効果をもつようである．これにたいし
て，制度がなくても，半数程度の人が（種類にも
よるが）自発的なごみ減量行動を行っている点が
興味深い．つまり，ごみ問題が社会的ジレンマで
あると「仮説的に」了解していても，半数程度の
人は事実としての問題状況に直面した場合，非協
力行動を選択しないのである．
表 3 ごみ減量行動の実行率 （％）
アルミ缶
分別
牛乳パッ
ク分別
新聞分別
過剰包装
を断る
詰替商品
の購入
トレー包
装野菜の
不買
使い捨て
商品の不
買
修理して
物を使用
チラシの
裏の活用
仙台市 80.3 52.3 85.4 61.3 84.9 20.8 50.7 63.0 52.3
釜石市 97.0 40.9 96.3 47.0 84.9 23.8 55.7 65.8 65.1
名古屋市 91.8 83.7 86.7 62.9 85.2 16.9 53.5 60.2 52.1
水俣市 96.8 62.4 89.7 54.8 80.5 27.5 50.4 62.6 58.0
注1：「アルミ缶分別」の％の基数は，仙台市が 624，釜石市が 794，名古屋市が 473，水俣市が 622 となっている。
注2：「牛乳パック分別」の％の基数は，仙台市が 619，釜石市が 760，名古屋市が 466，水俣市が 596 となっている。
注3：「新聞分別」の％の基数は，仙台市が 601，釜石市が 735，名古屋市が 465，水俣市が 600 となっている。
注4：「過剰包装を断る」から「チラシの裏の活用」の％の基数は，仙台市が 635，釜石市が 808，名古屋市が 480，水俣市が657と
なっている。
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4.3．状況の認知とごみ減量行動の関係
ごみ問題が社会的ジレンマであると「仮説的
に」捉えられても，「事実」としてはごみ減量行
動という協力行動を選好し，実行する人がいるこ
とが表 3で示された．このような人びとは，事実
としての具体的な環境問題に直面した際に，協力
行動を選択することで，社会的ジレンマの解決を
自ら探求している可能性がある．それでは，これ
らの人びとはどのような動機をもつために協力行
動を行うのだろうか．
このことを検討するために，調査対象者を 4つ
のカテゴリーに分類した．表 2の結果から，ごみ
問題が生じる理由が「地域社会全体への影響を考
えず自分の都合を優先してごみを捨てる人が多
い」と思っている人（SD）と思っていない人（非
SD）に分け，表 3の結果から，ごみ減量行動を
あまり行っていない人（5項目以下：行動少）と
多く行っている人（6項目以上：行動多）に分け，
その 2変数を組み合わせた．これは，先に述べた
行為者の社会的ジレンマの捉え方の 2つの水準を
組み合わせたものである．ごみ減量行動の「多／
少」は相対的な違いであるという弱点があるが，
ここで焦点をあてるのは，「事実」としてはごみ
問題を社会的ジレンマとは捉えない協力行動に取
り組んでいる人の動機を探ることであるため，個
別の行動に数多く取り組んでいる人の特徴を探る
という方法は，ある程度妥当なものであると考え
る．
2変数の組み合わせの結果をみてみよう．都市
間の比較をすると，仙台よりも名古屋，水俣，釜
石の住民のほうが，ごみ問題を社会的ジレンマだ
と「仮説的に」了解していても，非協力よりも協
力行動を選択する人の割合が多いことがわかった
（表 4）．
4.4．価値観と規範意識の影響
次に，ごみ問題を社会的ジレンマだと「仮説的
に」了解していると想定できる人の中で，数多く
のごみ減量行動を行っている人の特徴を探ってい
こう．ただし，特徴といっても，個人の属性，ご
み問題にたいする関心，コスト感，無効感，危機
感，個人の知識量や情報量などさまざまなものが
ある．無数にあるこれらの特徴を一つひとつ検討
することも可能であるし，実際，先に述べたよう
に，研究者の視点から社会的ジレンマを仮定した
研究では数多くの要因の影響が検討されてきた．
行為者の属性や性格，気質などによる経験的なメ
カニズムによってごみ問題の「解決」はある程度
可能となるのかもしれない．しかし，行為者はご
み問題を社会的ジレンマであると「仮説的に」了
解することによって，社会的ジレンマの解決を自
ら探求する可能性があると考えるのであれば，土
場（2007 a）が主張するように，社会的ジレンマ
の解決を考えるには規範的な解決を目指すことに
意味がある．つまり，調査票調査によって得られ
た属性やコスト感などの無数の要因を検討するの
ではなく，社会的ジレンマの解決を行為者自ら探
求する可能性をもつ規範意識や価値観の影響を検
討する必要がある，と考えられるのである10）．
そのために，表 4で分類した人びとが，社会的
表 4 ごみの減量行動と社会的ジレンマ認知の関係 （％）
仙台 名古屋 水俣 釜石
非 SD
行動少 2.4 3.1 4.5 4.5
行動多 3.7 4.0 5.2 3.9
SD
行動少 45.5 35.6 33.6 38.2
行動多 48.4 57.3 56.7 53.4
合計 100.0 100.0 100.0 100.0
（基数） （591） （447） （556） （696）
χ2＝24.25, p＝0.00
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な価値観や規範意識をどの程度もつのかを検討す
る．社会にたいする価値観としては，「多くの人
は自分のことしか考えていない」，「一人ひとりが
社会全体にたいする影響を考慮して行動すべき
だ」と思うかどうかいう変数を，また，規範意識
として「手間がかかるとしても環境に配慮すべき
だ」，「他の人がどう行動するとしても環境に配慮
すべきだ」と思うかどうかという変数を使用す
る．
社会に対する価値観についてみてみよう．「多
くの人は自分のことしか考えていない」という価
値観に対して，4段階の選択肢の「そう思う」に
4点，「どちらかといえばそう思う」に3点，「ど
ちらかといえばそう思わない」に2点，「そうは
思わない」に 1点を付与し，一元配置分散分析を
行いカテゴリーごとに平均値を求めた（表5.1）．
これは，他者の行動にかかわらず非協力行動が望
ましいという，社会的ジレンマの考え方を補強す
るような考え方である．平均値をみてみると，ご
み減量行動に協力していようとしていまいと，状
況を社会的ジレンマとして「仮説的に」捉えてい
る人のほうが，とりわけ非協力行動の人のほう
が，そう考える傾向が強い．これにたいして，社
会的ジレンマ状況を打破する考え方として位置づ
けられる「一人ひとりが社会全体に対する影響を
考慮して行動すべきだ」という価値観（そう思わ
ない：1点－そう思う：4点）については，状況
を社会的ジレンマとして「仮説的に」捉えている
が，事実としては協力行動を行っている人のほう
がそのような価値観を強くもつことがわかった
（表 5.2）11）．
「手間がかかるとしても環境に配慮すべき」，
「他者の行動にかかわらず環境に配慮すべき」と
いう規範意識（そう思わない：1点－そう思う：
4点）も，個人の利益を優先させたり，他者の行
動にかかわらず協力行動をすべきである，という
社会的ジレンマの解決を探求した意識である．一
元配置分散分析を行いカテゴリーごとに平均値を
みてみると，状況を社会的ジレンマとして「仮説
的に」捉えつつ「事実」として協力行動を行って
表 5.1 「多くの人は自分のことしか考えていない」
という意見の平均値
仙台 名古屋 水俣 釜石
非 SD
行動少 2.57 2.50 2.50 2.61
行動多 2.64 2.25 2.54 2.54
SD
行動少 2.93 2.84 2.87 2.88
行動多 2.76 2.84 2.75 2.69
F 値 3.35** 3.76** 2.72** 3.63**
*p＜.10,** p＜.05,*** p＜.01
表 5.2 「社会全体に対する影響を考慮して行動すべき」
という意見の平均値
仙台 名古屋 水俣 釜石
非 SD
行動少 2.92 2.86 3.23 2.97
行動多 3.24 2.88 3.25 3.23
SD
行動少 3.22 3.33 3.25 3.25
行動多 3.37 3.34 3.37 3.30
F 値 4.30** 6.17*** 2.30* 2.68**
*p＜.10,** p＜.05,*** p＜.01
表 6.1 「手間がかかるとしても環境に配慮すべき」
という意見の平均値
仙台 名古屋 水俣 釜石
非 SD
行動少 3.21 2.93 3.36 3.33
行動多 3.36 3.28 3.34 3.37
SD
行動少 3.32 3.27 3.33 3.32
行動多 3.53 3.43 3.45 3.48
F 値 9.03*** 5.25*** 1.82 4.69***
*p＜.10,** p＜.05,*** p＜.01
表 6.2 「他者の行動にかかわらず環境に配慮すべき」
という意見の平均値
仙台 名古屋 水俣 釜石
非 SD
行動少 3.36 2.79 3.23 3.30
行動多 3.32 3.28 3.39 3.30
SD
行動少 3.35 3.31 3.37 3.32
行動多 3.53 3.47 3.45 3.51
F 値 5.89*** 7.70*** 1.39 6.32***
*p＜.10,** p＜.05,*** p＜.01
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いる人は，手間がかかるとしても，あるいは他者
の行動がどうであるにしても環境に配慮すべきで
あると規範的に強く考える傾向が（水俣市を除い
て）示された（表 6.1，表 6.2）12）．
以上の分析から，ごみ問題を「仮説的に」社会
的ジレンマとして捉えていたとしても，「事実」
として数多くのごみ減量行動を行っている人は，
どの都市においても社会的ジレンマ状況から脱す
るための価値観を共通して強くもち，それに従っ
て行動している可能性があるのである．
5．考察と今後の課題
本研究では，行為者（当事者）の視点を含んだ
社会的ジレンマ研究を調査票調査によって検討し
てきた．そして，ほとんどの住民は「地域社会全
体への影響を考えず自分の都合を優先してごみを
捨てる人が多い」ことがごみ問題の原因であると
考えており，ごみ問題が社会的ジレンマの構造を
有することを「仮説的に」了解している可能性を
示した．次に，複数のごみ減量行動の実行の有無
を検討し，制度で決まっているごみ分別行動は
（資源の種類によるものの）8割程度の人が協力
行動を行い，制度で決まっていない自発的なごみ
減量行動の多くは 5割程度の人が実行しているこ
とを示した．さらに，ごみ減量行動の実行程度に
よって回答者を 2分し，社会的ジレンマの「仮説
的な」了解とごみ減量行動の多少によって回答者
を 4分した．そして，ごみ問題を社会的ジレンマ
として「仮説的に」了解しつつも，事実としては
ごみ減量行動を実行する人の特徴を，社会に対す
る価値観や規範意識の側面から検討した．その結
果，そのような人びとは，社会的ジレンマ状況か
ら脱する可能性を示す価値観を強くもつことがわ
かった．
これらの分析結果は何を意味するのだろうか．
ほとんどの行為者はごみ問題が社会的ジレンマで
あると「仮説的」に了解するが，そのうちの何割
かの人が現実の状況に直面した場合に協力行動を
行う．これは，ごみ問題を社会的ジレンマだと
「仮説的に」了解したからこそ，その後，社会的
ジレンマの解決を自ら探求する可能性が生じたの
だと考えることができる．もちろん，現実には行
為者の協力行動に影響を与える要因として，属性
や環境問題に対する意識，コスト感，危機感，無
効感，近所づきあいなどが考えられ，実際に表 4
のカテゴリーとの間の関連をみると，（結果は省
略するが）都市によって，あるいは変数によって
関連がみられる場合もあれば，みられない場合も
ある．しかしながら，社会的ジレンマを「仮説的
に」了解しているが，「事実」としては協力行動
をとる人が，すべての都市において共通してもつ
強い価値観は，表5.2，表 6.1，表 6.2 で示した社会
的ジレンマ状況を「良し」としない価値観である
点を強調したい．この分析結果は，行為者が社会
的ジレンマを「自ら解決する方策を探る」（土場，
2007 a）ことを示している可能性がある．また，
このような価値観や規範意識の影響は，社会的ジ
レンマの解決を考えるには，規範やモラルを高め
るような制度やルールをつくるほうが望ましいこ
とを示唆しているのかもしれない．このことと関
連づけて，「多分別制度の住民のほうがごみ分別
にきちんと取り組んでいる」という表 3の結果を
改めて考えると，多分別制度は住民のコストを増
やす制度ではなく，規範やモラルを高める制度と
して機能していることを示しているのかもしれな
い．
本研究では，行為者の視点からごみ問題が社会
的ジレンマとして「仮説的に」了解されているか
どうかと，事実として行為者がごみ問題をどのよ
うに捉えているのかという点を区別し，調査票調
査によって探求した点が特徴的である．調査票調
査によってこのような問題を検討する利点は，実
験枠組みなどでコントロールされない行為者の考
えや行動をそのまま抽出することができる点であ
る．ただし，社会学における調査票調査を用いて
行為者の視点を含んだ分析を行うという試みはほ
とんど進んでいないのが現状であり，今回使用し
た調査の質問内容に曖昧な点があることは否めな
い．回答者は当該環境問題が社会的ジレンマ構造
をもつと「仮説的に」考えているのか，という本
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研究の中心的な問いを調査票調査によって検証す
るためには，さらに適切な問いのあり方を考える
必要がある．また，今回は事実としての状況認識
については，単純化のために協力行動の実行の有
無という変数を用いたが，「仮説的な」認識とは
別に，事実として問題をどのように捉えているの
かという「意識」をたずねるための適切な質問を
考える必要があるだろう．加えて，ごみ問題以外
の環境問題をテーマとして分析を行い，ごみ問題
の場合と結果を比較する必要もある．それによっ
て，環境問題の種類にかかわらず，社会的ジレン
マを「仮説的に」了解するが，事実としてははそ
うではない人が社会的ジレンマの解決を自ら探索
する過程が明らかにできるかもしれない．
さらに，社会的ジレンマを発現させないような
社会的仕組みについて，より詳細な検討が必要で
ある．Edney（1980）は，成功あるいは失敗した
共有地における社会的行動の古い記録を使った分
析の必要性を述べている．宮内（2001）や井上
（2001）らのフィールドワークから得られている
知見を精査し，調査票調査のような量的分析に活
かす手段を検討しなくてはならない．このことに
よって，社会的ジレンマ研究のさらなる発展があ
るといえるだろう．
付記
本稿は，中央大学特定課題研究「社会的ジレンマ
状況の認知に関する測定方法の検討」（2011－2012）
および，科学研究費助成金（基盤研究C）「行為者の
社会的ジレンマ状況の認知と行動に関する計量社会
学的研究」（2011－2013）の研究成果の一部である．
注
1）Dawes（1980）の社会的ジレンマの定式化のほ
かに，社会的ジレンマの詳細については，山岸
（1990），盛山・海野（1991）などを参照．
2）社会的ジレンマの解決の基本となる考え方は，
「構造的解決（structural solution）」と「個人的解
決（personal solution）」である（Dawes 1980 ; Mes-
sick and Brewer 1983；海野 1991 ; Kollock 1998）．
構造的解決とは，行為者の行為選択状況の構造を
変更することで協力行動を促進する方法であり，
個人的解決とは，行為者の行為選択状況の構造は
社会的ジレンマのままであるが，個人の状況認知
や価値観を変更することで協力行動を促進する方
法である．
3）土場・篠木（2008）は，社会的ジレンマのさま
ざまな実証研究について整理している．
4）研究者の視点から環境問題が社会的ジレンマで
あると仮定した先行研究では，その前提に基づい
て個人の利得構造を変化しうる制度を探求したり
（広瀬 1995），個人の状況認知や価値観に影響を与
える要因が検討されてきた（Diekmann and Preis-
endöfer 1998；篠木 2007）．
5）土場（2007 a）は，コミュニケーションによっ
て観察者と行為者が仮説的に社会的ジレンマを認
識する状況が成立すると考えている．
6）Cは協力行動，Dは非協力行動を意味する．
7）それぞれの内容は次のとおりである（Pellikaan
and van der Veen 2002 : 73）．（P）「あなたは廃棄
物をそのまま捨てますが，他の人たちは廃棄物を
回収拠点までもっていきます．あなたには余分な
時間も労力もかからず，環境汚染は改善されるで
しょう．」（Q）「あなたは廃棄物を回収拠点までも
っていき，他の人たちも廃棄物を回収拠点までも
っていきます．あなたには余分な時間や労力がか
かりますが，環境汚染は改善されるでしょう．」
（R）「あなたは廃棄物をそのまま捨て，他の人たち
もそのまま捨てます．あなたには余分な時間や労
力がかかりませんが，環境汚染は増大するでしょ
う．」（S）「あなたは廃棄物を回収拠点までもって
いきますが，他の人たちはそのまま捨てます．あ
なたには余分な時間も労力がかかりますし，環境
汚染も増大するでしょう．」
8）この分析の土台は海野（1985）の数理モデルで
あり，協力者の人数に関係なく非協力行動が優越
戦略になるという定式化に基づいている，と考え
られる．
9）各市のごみ分別制度の特徴の詳細については，
海野（2007 b），篠木・阿部・小松（2011）を参照．
10）多くの先行研究でも規範意識の重要性はしばし
ば指摘されてきた．ごみ問題では，規範意識が高
い人ほど，リサイクル行動を行うことが示されて
いる（Van Liere and Dunlup 1978 ; Hopper and
Nielsen 1991，篠木 2007）．
11）さらに多重比較（Tukey 法を使用）を行ったと
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ころ（結果は省略），水俣市を除いた 3市では，
「SD・行動多」の人の平均値が他のカテゴリーよ
りも有意に高かった．
12）価値観と同様に，「SD・行動多」の人の平均値
は他のカテゴリーよりも有意に高いことが多重比
較から示された．
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